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ハ

年
金
課
税
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
年
金
の
給
付
水
準
や
負
担
の
在
り
方
な
ど
今
後
の
年
金
制
度
改
革
の
方

向
性
も
踏
ま
え
つ
つ
、
見
直
し
を
行
う
。

ニ

個
人
住
民
税
に
つ
い
て
は
、
地
域
社
会
の
費
用
を
住
民
が
そ
の
能
力
に
応
じ
て
広
く
負
担
を
分
か
ち
合
う
と

い
う
個
人
住
民
税
の
基
本
的
性
格
（
]
に
お
い
て
「
地
域
社
会
の
会
費
的
性
格
」
と
い
う
。）を
踏
ま
え
、
次
に

定
め
る
基
本
的
方
向
性
に
よ
り
検
討
す
る
。

\

税
率
構
造
に
つ
い
て
は
、
応
益
性
の
明
確
化
、
税
源
の
偏
在
性
の
縮
小
及
び
税
収
の
安
定
性
の
向
上
の
観

点
か
ら
、
平
成
十
九
年
度
に
所
得
割
の
税
率
を
比
例
税
率
（
一
の
率
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
る
税
率
を
い
う
。

以
下
\
に
お
い
て
同
じ
。）と
し
た
経
緯
を
踏
ま
え
、
比
例
税
率
を
維
持
す
る
こ
と
を
基
本
と
す
る
。

]

諸
控
除
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
地
域
社
会
の
会
費
的
性
格
を
よ
り
明
確
化
す
る
観
点
か
ら
、
個
人
住
民

税
に
お
け
る
所
得
控
除
の
種
類
及
び
金
額
が
所
得
税
に
お
け
る
所
得
控
除
の
種
類
及
び
金
額
の
範
囲
内
で
あ

る
こ
と
並
び
に
個
人
住
民
税
に
お
け
る
政
策
的
な
税
額
控
除
が
所
得
税
と
比
較
し
て
極
め
て
限
定
的
で
あ
る

こ
と
を
踏
ま
え
る
と
と
も
に
、所
得
税
に
お
け
る
諸
控
除
の
見
直
し
及
び
低
所
得
者
へ
の
影
響
に
留
意
す
る
。

^

個
人
住
民
税
の
所
得
割
に
お
け
る
所
得
の
発
生
時
期
と
課
税
年
度
の
関
係
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
番
号

制
度
の
導
入
の
際
に
、
納
税
義
務
者
、特
別
徴
収
義
務
者
及
び
地
方
公
共
団
体
の
事
務
負
担
を
踏
ま
え
つ
つ
、

検
討
す
る
。

三

法
人
課
税
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
七
年
度
以
降
に
お
い
て
、
雇
用
及
び
国
内
投
資
の
拡
大
の
観
点
か
ら
、
実

効
税
率
の
引
下
げ
の
効
果
及
び
主
要
国
と
の
競
争
上
の
諸
条
件
等
を
検
証
し
つ
つ
、
そ
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討

す
る
こ
と
。

四

資
産
課
税
に
つ
い
て
は
、
次
に
定
め
る
と
お
り
検
討
す
る
こ
と
。

イ

事
業
承
継
税
制
（
租
税
特
別
措
置
法
第
七
十
条
の
七
か
ら
第
七
十
条
の
七
の
四
ま
で
の
規
定
に
基
づ
く
相
続

税
及
び
贈
与
税
の
特
例
を
い
う
。）に
つ
い
て
、中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
の
承
継
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律（
平

成
二
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
に
基
づ
く
認
定
の
運
用
状
況
等
を
踏
ま
え
、
そ
の
活
用
を
促
進
す
る
た
め
の
方

策
や
課
税
の
一
層
の
適
正
化
を
図
る
措
置
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
相
続
税
の
課
税
ベ
ー
ス
（
課
税
標
準
と
さ

れ
る
べ
き
も
の
の
範
囲
を
い
う
。
附
則
第
二
十
一
条
に
お
い
て
同
じ
。）、
税
率
構
造
等
の
見
直
し
の
結
果
に
基

づ
き
講
ぜ
ら
れ
る
措
置
の
施
行
に
併
せ
て
見
直
し
を
行
う
。

ロ

相
続
税
に
つ
い
て
、
老
後
に
お
け
る
扶
養
の
社
会
化
が
高
齢
者
の
資
産
の
維
持
に
寄
与
し
て
い
る
面
も
あ
る

こ
と
も
踏
ま
え
、
課
税
方
式
を
始
め
と
し
た
様
々
な
角
度
か
ら
引
き
続
き
そ
の
在
り
方
を
検
討
す
る
。

五

地
方
税
制
に
つ
い
て
は
、
次
に
定
め
る
と
お
り
検
討
す
る
こ
と
。

イ

地
方
法
人
特
別
税
及
び
地
方
法
人
特
別
譲
与
税
に
つ
い
て
、
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
に
お
い
て
偏
在
性
の
小

さ
い
地
方
税
体
系
の
構
築
が
行
わ
れ
る
ま
で
の
間
の
措
置
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
に

併
せ
て
抜
本
的
に
見
直
し
を
行
う
。

ロ

税
制
の
抜
本
的
な
改
革
に
よ
る
地
方
消
費
税
の
充
実
と
併
せ
て
、
地
方
法
人
課
税
の
在
り
方
を
見
直
す
こ
と

に
よ
り
税
源
の
偏
在
性
を
是
正
す
る
方
策
を
講
ず
る
こ
と
と
し
、
そ
の
際
に
は
、
国
と
地
方
の
税
制
全
体
を
通

じ
て
幅
広
く
検
討
す
る
。

六

番
号
制
度
に
つ
い
て
は
、
税
務
に
お
け
る
一
層
の
適
正
か
つ
円
滑
な
利
用
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
番
号
法
及

び
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法

律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第

号
）
の
公
布
後
、
納
税
者
の
利
便
の
向
上
、
番
号

法
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
個
人
番
号
及
び
同
条
第
十
四
項
に
規
定
す
る
法
人
番
号
の
告
知
、
本
人
確
認
の
実

効
性
の
確
保
並
び
に
調
書
の
拡
充
に
よ
る
必
要
な
情
報
の
収
集
等
に
関
す
る
各
種
の
施
策
に
つ
い
て
、
納
税
者
及

び
事
業
者
の
事
務
負
担
等
に
も
配
慮
し
つ
つ
、
引
き
続
き
検
討
す
る
こ
と
。

ヌ

酒
税
、
た
ば
こ
税
及
び
石
油
関
係
諸
税
に
つ
い
て
は
、
個
別
間
接
税
を
含
む
価
格
に
消
費
税
が
課
さ
れ
る
こ

と
が
国
際
的
に
共
通
す
る
原
則
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
国
及
び
地
方
の
財
政
状
況
、
課
税
対
象
と
な
る
品
目

を
め
ぐ
る
環
境
の
変
化
、
国
民
生
活
へ
の
影
響
等
を
勘
案
し
つ
つ
、
引
き
続
き
検
討
す
る
。

ル

酒
税
に
つ
い
て
は
、
類
似
す
る
酒
類
間
の
税
負
担
の
公
平
性
の
観
点
も
踏
ま
え
、
消
費
税
率
の
引
上
げ
に
併

せ
て
見
直
し
を
行
う
方
向
で
検
討
す
る
。

ヲ

森
林
吸
収
源
対
策
（
森
林
等
に
よ
る
温
室
効
果
ガ
ス
の
吸
収
作
用
の
保
全
等
の
た
め
の
対
策
を
い
う
。）及
び

地
方
の
地
球
温
暖
化
対
策
に
関
す
る
財
源
確
保
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

ワ

燃
料
課
税
に
つ
い
て
は
、
地
球
温
暖
化
対
策
等
の
観
点
か
ら
当
分
の
間
税
率
（
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三

十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
及
び
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
附
則
の
規
定
に
基
づ

く
特
例
に
よ
る
税
率
を
い
う
。）が
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
及
び
平
成
二
十
四
年
度
以
降
に
お
い
て
石
油
石
炭
税

の
税
率
の
上
乗
せ
を
行
う
こ
と
と
し
た
こ
と
も
踏
ま
え
、
引
き
続
き
検
討
す
る
。

カ

自
動
車
取
得
税
及
び
自
動
車
重
量
税
に
つ
い
て
は
、
国
及
び
地
方
を
通
じ
た
関
連
税
制
の
在
り
方
の
見
直
し

を
行
い
、
安
定
的
な
財
源
を
確
保
し
た
上
で
、
地
方
財
政
に
も
配
慮
し
つ
つ
、
簡
素
化
、
負
担
の
軽
減
及
び
グ

リ
ー
ン
化
（
環
境
へ
の
負
荷
の
低
減
に
資
す
る
た
め
の
施
策
を
い
う
。）の
観
点
か
ら
、
見
直
し
を
行
う
。

ヨ

印
紙
税
に
つ
い
て
は
、
建
設
工
事
の
請
負
に
関
す
る
契
約
書
、
不
動
産
の
譲
渡
に
関
す
る
契
約
書
及
び
金
銭

又
は
有
価
証
券
の
受
取
書
に
つ
い
て
負
担
の
軽
減
を
検
討
す
る
。

二

個
人
所
得
課
税
に
つ
い
て
は
、
次
に
定
め
る
と
お
り
検
討
す
る
こ
と
。

イ

金
融
所
得
課
税
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
六
年
一
月
か
ら
所
得
税
並
び
に
個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村

民
税
（
ニ
に
お
い
て
「
個
人
住
民
税
」
と
い
う
。）を
あ
わ
せ
て
百
分
の
二
十
の
税
率
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
を
踏

ま
え
、
そ
の
前
提
の
下
、
平
成
二
十
四
年
度
中
に
公
社
債
等
に
対
す
る
課
税
方
式
の
変
更
及
び
損
益
通
算
の
範

囲
の
拡
大
を
検
討
す
る
。

ロ

給
与
所
得
控
除
に
つ
い
て
は
、
給
与
所
得
者
の
必
要
経
費
に
比
し
て
過
大
と
な
っ
て
い
な
い
か
ど
う
か
等
の

観
点
か
ら
、
実
態
を
踏
ま
え
つ
つ
、
今
後
、
そ
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

^

取
引
上
の
優
越
的
な
地
位
を
利
用
し
て
下
請
事
業
者
等
か
ら
の
消
費
税
の
転
嫁
の
要
請
を
一
方
的
に
拒
否

す
る
こ
と
等
の
不
公
正
な
取
引
の
取
締
り
及
び
監
視
の
強
化
を
行
う
こ
と
。

_

競
争
を
実
質
的
に
制
限
す
る
こ
と
に
よ
り
対
価
を
不
当
に
引
き
上
げ
る
行
為
を
抑
止
す
る
た
め
の
私
的
独

占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
四
号
）
の
厳
正
な
運
用
及

び
便
乗
値
上
げ
防
止
の
た
め
の
調
査
、
監
督
及
び
指
導
を
行
う
こ
と
。

`

適
正
な
転
嫁
等
へ
の
取
組
を
効
果
的
に
推
進
す
る
観
点
か
ら
、
関
係
行
政
機
関
の
相
互
の
緊
密
な
連
携
を

確
保
し
、
総
合
的
に
対
策
を
推
進
す
る
た
め
の
本
部
を
内
閣
に
設
置
す
る
こ
と
。

a

消
費
税
の
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
私
的
独
占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に

関
す
る
法
律
及
び
下
請
代
金
支
払
遅
延
等
防
止
法
（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
百
二
十
号
）
の
特
例
に
係
る
必

要
な
法
制
上
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

ヘ

取
引
に
際
し
て
の
価
格
表
示
と
消
費
税
と
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
外
税
（
消
費
税
を
含
め
た
価
格
を
表
示
し

な
い
価
格
表
示
の
方
法
を
い
う
。）、
内
税
（
消
費
税
を
含
め
た
価
格
を
表
示
す
る
価
格
表
示
の
方
法
を
い
う
。）

等
に
係
る
様
々
な
議
論
を
勘
案
し
つ
つ
、
事
業
者
間
取
引
、
相
対
取
引
等
に
お
け
る
そ
の
表
示
の
在
り
方
を
含

め
、
引
き
続
き
、
実
態
を
踏
ま
え
つ
つ
、
様
々
な
角
度
か
ら
検
討
す
る
。

ト

医
療
機
関
等
に
お
け
る
高
額
の
投
資
に
係
る
消
費
税
の
負
担
に
関
し
、
新
た
に
一
定
の
基
準
に
該
当
す
る
も

の
に
対
し
区
分
し
て
措
置
を
講
ず
る
こ
と
を
検
討
し
、
医
療
機
関
等
の
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
に
つ
い
て
は
、

診
療
報
酬
等
の
医
療
保
険
制
度
に
お
い
て
手
当
を
す
る
こ
と
と
し
、医
療
機
関
等
の
消
費
税
の
負
担
に
つ
い
て
、

厚
生
労
働
省
に
お
い
て
定
期
的
に
検
証
を
行
う
場
を
設
け
る
こ
と
と
す
る
と
と
も
に
、
医
療
に
係
る
消
費
税
の

課
税
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
検
討
す
る
。

チ

住
宅
の
取
得
に
つ
い
て
は
、
取
引
価
額
が
高
額
で
あ
る
こ
と
等
か
ら
、
消
費
税
率
の
引
上
げ
の
前
後
に
お
け

る
駆
け
込
み
需
要
及
び
そ
の
反
動
等
に
よ
る
影
響
が
大
き
い
こ
と
を
踏
ま
え
、
一
時
の
税
負
担
の
増
加
に
よ
る

影
響
を
平
準
化
し
、
及
び
緩
和
す
る
観
点
か
ら
、
住
宅
の
取
得
に
係
る
必
要
な
措
置
に
つ
い
て
財
源
も
含
め
総

合
的
に
検
討
す
る
。

リ

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
賦
課
徴
収
に
関
す
る
地
方
公
共
団
体
の
役
割
を
拡
大
す
る
た
め
、
当
面
、
現
行

の
制
度
の
下
で
も
可
能
な
納
税
に
関
す
る
相
談
を
伴
う
収
受
等
の
取
組
を
進
め
た
上
で
、
地
方
公
共
団
体
に
お

け
る
体
制
の
整
備
状
況
等
を
見
極
め
つ
つ
、
消
費
税
を
含
む
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
時
期
を
目
途
に
、

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
申
告
を
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
行
う
こ
と
を
可
能
と
す
る
制
度
の
導
入
等
に
つ

い
て
、
実
務
上
の
問
題
点
を
十
分
に
整
理
し
て
、
検
討
す
る
。
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